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平成２５年度民鉄関係税制要望について（お願い） 

 

 

民営鉄道事業につきましては、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼を申 

し上げます。             

さて、ご承知のとおり民営鉄道は、日々、通勤・通学をはじめとする３千 

万人に近い利用者の足として、国民生活に不可欠な基幹的公共交通機関たる役

割を果たすとともに、地域の社会経済を支える基礎的な公共インフラとなって

おります。 

また、鉄道は人キロあたりのＣＯ２の排出量が自家用自動車の９分の１で 

あることから、民営鉄道の利用促進は今後の我が国の地球環境対策においても

極めて有効な方策であると考えております。 

一方、民鉄各社を取り巻く事業環境は、昨今の景気の低迷や電力料金の値上

げなどの影響も受けて厳しい状況が続いておりますが、今後とも続く少子高齢

化の本格的な進展などにより、ますますその事業環境は厳しさが増していくこ

とが懸念されております。特に、地方の民営鉄道は地域の人口減少、モータリ

ゼーションの進展等により多くの鉄道はその存続が危ぶまれている状況にあ

ります。 

しかし、このような中にあっても、昨年の東日本大震災などを踏まえた鉄道

施設の耐震補強など、安全・安心対策の徹底はもとより、乗り継ぎ利便の向上、

輸送障害対策、駅施設の高度化、連続立体交差化、鉄道の低炭素化等による利

便性や快適性の更なる向上を図り、「人と環境にやさしい鉄道」としてお客様



にとってより一層利用しやすい鉄道を目指し、今後も努力していく所存です。 

このためには、私ども民営鉄道事業者の自助努力はもとよりですが、税制の

支援が不可欠であります。 

つきましては、２５年度税制改正にあたりまして、民営鉄道事業の公共的役 

割、環境への優位性等をご認識いただき、下記の事項について格段のご配慮を

賜りますよう、お願い申し上げます。 

  

 

 



平成２５年度税制改正要望事項  
 
 
１．償却資産の評価額における法人税法の考え方との整合  
【固定資産税】  

 
２．法人実効税率の引き下げ  
【法人税】  

 
３．損金の取扱い等財務会計と税務会計の乖離の是正  
【法人税】  

 
４．諸変更届出書の提出期限の延長 
【法人税】  

 
５．事業に係る事業所税の廃止  
【事業所税】  

 
６．特別土地保有税の完全廃止  
【特別土地保有税】  

 
 

以  上 




